
 

企画提案書等作成要領 

 

本プロポーザルの参加に当たっては、この要領に従い、企画提案等提出書類を作成すること。 

 

１ 提出書類に関する基本事項 

⑴ 正本 １部 

正本は、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトル、事業者名を記入すること 

正本に添付する書類は原本とすること 

⑵ 副本 １部 

副本は、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトル、事業者名を記入すること 

副本に添付する書類は、正本の写しとすること 

⑶ 選定用ファイル ６部 

選定用ファイルは、任意の表紙・背表紙を作成し、タイトルのみ記入すること 

なお、添付する書類は、様式第３号「提出書類一覧表」の４～８の正本の写しとすること 

ただし、様式第５号の「① 法人概要」の企業・団体名、代表者役職氏名、ホームページ及び担

当者氏名等の欄については、選定用ファイルのみ空欄にすること。また、他の書類についても、事

業者名が分からないようにすること 

⑷ 作成方法 

提出書類は表紙・背表紙を除き、可能な限り両面印刷で作成し、各ページの下中央部に通し番号

を付すこと。また、提出書類一式は様式第３号の記載順に基づき、フラットファイル等につづり、

書類ごとにタックインデックス等を付し、書類の種類が判別できるようにすること 

なお、ページを横長とする場合は、用紙の上を左にすること 

⑸ 用紙サイズ 

用紙サイズはパンフレット等を除き、原則Ａ４判とすること。やむを得ない場合は、Ａ３判をＡ

４判の大きさに折ったものでも可とする。 

 

２ 提出書類作成要領 

 ⑴ 定款の写し 

法人の最新の定款で、原本証明したものを提出すること 

⑵ 提案者概要 

様式第５号に基づき、作成すること 

研修業務等の受託実績は、研修の企画、運営、実施及び評価に係る一連の業務を受託した実績を

優先的に記載し、次に、別紙「仕様書（案）」の「令和７年度文京区研修一覧（案）」及び「令和７

年度文京区研修一覧（詳細）（案）」に記載している研修内容と同等又は類似の内容の研修を個別に

受託した実績を記載すること 

なお、地方自治体における研修業務等の受託実績については、特別区（東京 23区）や職員数 

2,000人程度の地方自治体における実績がある場合は、優先的に記載すること 

様式第５号については、記入欄の枠を広げて記載することは可とするが、６頁以内で作成し、本

様式以外の添付資料は不可とする。 

⑶ 地方自治体の研修企画運営業務についての基本的な考え方 

様式第６号及び様式第６－２号に基づき、作成すること 



 

様式第６号については、記入欄の枠を広げて記載することは可とするが、２頁以内で作成し、本

様式以外の添付資料は不可とする。 

「３ e ラーニングの実施方法」⑴には、プラットフォーム上で実施する e ラーニングの実施方

法について、システム構成図を示し、受講環境、受講方法、受講状況の確認方法及び区への報告方

法等を記載すること 

また、「３ eラーニングの実施方法」⑵には、やむを得ない事情（感染症の流行等）により、当

初予定していた集合研修の実施が困難となった場合に、e ラーニングに変更し研修を実施すること

ができるか否か、実施方法の変更に伴って生じる研修費用等の変更がどのようなものになるか（料

金体系等）を記入すること 

様式第６－２号については、冒頭の記載内容に従い、色付けされた太枠内を記載すること 

なお、事業者名は記載しないこと 

⑷ 研修及び職員育成に関する企画提案 

様式第７号に基づき、作成すること 

様式第７号については、記入欄の枠を広げて記載することは可とする。また、別資料が必要な場

合は、Ａ４判又はＡ３判の資料も添付可とするが、一つの提案課題につき、添付資料も含めて 

３頁以内で作成すること 

なお、事業者名は記載しないこと 

⑸ 研修運営業務に関する提案 

様式第８号に基づき、作成すること 

様式第８号については、６頁以内で作成し、本様式以外の添付資料は不可とする。 

「５ 個人情報保護・情報セキュリティ対策（職員情報等）の取組」については、個人情報の保

護に関する法律（平成 15年５月法律第 57号）を踏まえ、個人情報保護について具体的にどのよう

な取組を行うか記載すること 

 また、情報セキュリティを確保するために、どのような対策を行うかについても記載すること 

なお、事業者名は記載しないこと 

⑹ 効果・成果 

様式第９号に基づき、作成すること 

文京区職員育成基本方針で定めている目指す職員像、職員として必要な基礎的能力及び職層ごと

に求められる役割等を踏まえ、研修の企画、運営、実施及び評価に係る一連の業務を行うことによ

り、各職層の職員の育成について、どのような効果・成果が期待できるかを具体的に記載すること 

様式第９号については、記入欄の枠を広げて記載することは可とするが、２頁以内で作成し、本

様式以外の添付資料は不可とする。 

なお、事業者名は記載しないこと 

 ⑺ 見積書 

様式は任意のものとするが、次の①から④までの項目に分類した上で、その内容を可能な限り詳

細に記載したものを作成すること 

① 研修運営費（人件費）、② 研修費（実施方法ごとの積算）、③ システム又はプラットフォ

ームに係る使用料及び管理費、④ その他経費 

 ⑻ 辞退届 

参加書類提出後に辞退する場合は、様式第 10号の辞退届を提出すること 

なお、辞退届は、令和６年 12月 18日（水）午後３時までに提出すること 


